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　　　　　　　　　　　　　　　　要約
2008年度に厚生労働省は都道府県・児童相談所設置市に対して、　「家庭復帰の適否判断のためのチェック

リスト」を含む『虐待をする保護者を援助するためのガイドライン』を示した。本研究班では、平成20年度

に全国の児童相談所に対して質問紙調査を行い、ガイドラインの活用状況等や内容にっいての意見を収集し

た。本年度は援助の段階に沿って各自治体の実践ツール（アセスメントシートやチェックリスト等）の開発・

使用状況について把握した。その結果、独自のチェックリスト等を仕様している自治体は少なくないが、判

断基準等の設定のためのデータの蓄積や基準等を評価するための調査研究等は殆ど実施されておらず、エビ

デンスに基づく実践という点において重要な課題を有していることが明らかになった。
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A Positive Study on the Suitability of the Judgment over the Guideline for Supporting Abusive Parents and

the Checklist for Ascertaining the Assessment for Home Returning Cases (II)
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Akira Nemoto, Kazuhiko Abe, Saki Nagano, Naoki Kurihara, Maebashi Nobukazu, Kazuo Ota

Abstract: This study implemented questionnaire to the Child Guidance Centers nationwide and gathered the individual

checklists actually used for home-retuming cases, and their contents. As a result, it was ascertained that many of the

Child Guidance Centers had their own checklists, although they were hardly ever accumulated the data or studied to

improve the standards to cope with the cases. The study found the problem regarding on evidence-based practice as a

significant perspective.
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1　研究目的

　本研究の主任研究者は平成19年度、こども未来財団

の委託研究である「児童関連サービス調査研究等事業」

において、「保護者援助のためのガイドライン及び家庭復

帰の適否を判断するためのチェックリスト」を作成した

（注1）。これらの研究成果は、厚生労働省の通知に集約

され普及が図られたところである（注2）。本研究では、

保護者援助のためのガイドライン及び家庭復帰の適否判

断のためのチェックリストについて、フォローアップと

しての運用実態の把握を行い、その妥当性と信頼性につ

いて検証を行うこととした。このことにより、より精度

の高いガイドライン及びチェックリストを作成すること

ができ、これは効果的な保護者援助及び的確な家庭復帰

の適否判断に資すると考えられる。

　昨年度は全国の児童相談所を対象に質問紙調査を行い、

ガイドラインの活用状況や内容等に関する意見を把握し

た（注3）。さらに、措置解除の可否について判断が分れ

ると考えられる模擬事例2例にっいて、チェックリスト

を活用してもらい、その信頼性・妥当性等にっいて統計

的な検証を行った。その結果、ガイドラインやチェック

リストにっいては概ね高い評価を得ているが、改善すべ

き点も浮上した。また、各自治体で開発した独自のフォ

ーマットを作成している自治体が少なくないことも判明

した。

　本年度は各自治体における独自のチェックリスト等の

作成・使用・評価の現状を分析することにより、より有

用なガイドラインやチェックリストの作成に資すること

とした。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（才村純）

H　研究方法

1調査方法
　調査対象は全国の中央児童相談所とし、各自治体の状

況を把握するための質問紙調査を行った。回答にあたり、

独自のガイドラインや研究を実施している自治体につい

ては、当該ガイドラインや研究に関する概要等の資料の

提供を求めた。

2調査票の構造

　調査票は6つの質問で構成した。すなわち、①家庭復

帰の判断の際の独自のチェックシート、アセスメントシ

ートの使用状況等、②虐待対応を判断するための独自の

チェックシートの使用状況等、③事例受理の際における

対応機関（児童相談所か市町村か）を判断するための独

自のチェックシートの使用状況等、④対応の優先順位や

48時間対応の判断を行うための独自のチェックシート

の使用状況等、⑤事例が終結した後の経過を把握・評価

するための仕組みの有無と予後評価のためのデータ等の

蓄積状況、⑥その他である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（有村大士）

皿　調査の結果

　全国66か所の中央児童相談所に調査票を発送した。

43か所（65，2％）から回答を得た。

1施設入所児童の家庭復帰判断

　施設入所児の家庭復帰を判断するためのチェックシー

トにっいて、独自のチェックシートを使用している自治

体が12カ所（27．9％）、国ガイドラインを使用している

自治体が20カ所（46．5％）であった。また、使用してい

ないとの回答が11カ所（25．6％）あった。依然として約

4分の1の自治体が家庭復帰の際にチェックリストを使

用していないことが明らかとなった（表1）。

　次に、アセスメントシートの使用の有無について尋ね

たところ、使用している自治体が15カ所（37．5％）、使

用していない自治体が25カ所（62．5％）であった。6割

を超える自治体ではアセスメントシートを利用していな

いことが分かった（表2）。

　加えて、基準作成の根拠について、データを集積、も

しくは集積し分析している自治体は、両者で6カ所

（15．8％）に留まった。8割を超える自治体では、基準

作成における科学的な根拠に基づいていないことが明ら

かとなった（表3）。

2虐待対応の判断

　虐待対応が必要かどうかの判断については、チェック

シートを「育成相談など虐待対応以外を行う部署も含め、

所全体で使用」している自治体が13カ所（30．2％）、「虐

待の対応を行う部署で使用」している自治体が22カ所

（51。2％）であった。8割超の自治体では、虐待対応に

関するチェックシートが使用されていた（表4）。

　一方で、このチェックシートの作成に際してデータ蓄

積や分析を行っている自治体は6カ所（16．2％）に留ま

った（表5）。

3対応機関の判断

　自治体において、事例を受理した後、以降の主担当を

児童相談所とするのか市町村とするのかの判断について、

基準やチェックシートの有無を尋ねた。

　この結果、33カ所（76．7％）で「なし」との回答を得

た。また使用している10カ所のうち、基準作成のために

データ蓄積や分析を行ったのは2カ所（5，7％）に留まっ

た（表6）。

　チェックシートの作成に際してデータ蓄積や分析を行

っている自治体は2カ所（5．7％）に留まった（表7）。
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4虐待対応の優先順位等の判断

　虐待対応の優先順位や48時間対応が必要な事例を判

断するためのチェックリストについては、r基準あり（チ

ェックシート等なし）」4カ所（9，3％）、「チェックシー

ト等あり（基準はなし）」6カ所（14％）、「基準があり、

それを反映したチェックシート等あり」7カ所（16．3％）

であった。一方、「なし」が26カ所（60．5％）であり、6

割超の自治体で緊急度判断の基準やチェックリストがな

いことが明らかとなった（表8）。加えて、基準作成のた

めのデータの蓄積や評価のための調査、研究を行ってい

る自治体は3カ所に留まった（表9）。

5予後評価、分析の仕組み

　事例が終結した後の経過の把握あるいは評価するため

の仕組み及び予後評価の仕組みの有無について、rある」

は1カ所（2．3％）のみで、その他42カ所（91．7％）は

「ない」との回答であった（表10）。

　また、データを蓄積したり、分析を行っている児童相

談所は合計で5カ所（14．3％）に留まり、30カ所

（85．7％）は実施していなかった（表11）。

　　　　　　　　　　　　　　　（永野咲・有村大士）

IV　考察

1ガイドラインおよびチェックリストのあり方

　前年度の研究では、保護者援助のための国のガイドラ

インおよび家庭復帰の適否判断のためのチェックリスト

の活用状況やこれらに対する評価について尋ねたが、そ

の結果、ガイドラインについては9割の自治体がr現状

でよい」と回答していること、チェックリストについて

は、「ほとんど活用していない」「まったく活用していな

い」を合わせて65％を占め、あまり活用されていないこ

と、その理由として「独自のチェックリストを活用して

いる」が多くを占めていること、国のチェックリストの

有用性については「極めて有用j「まあまあ有用」を合わ

せて75％を超えており、概ね肯定的な評価を得ているこ

とが明らかになった。つまり、ガイドライン、チェック

リストともに概ね高い評価を得ているが、チェックリス

トについては独自で開発したものを活用している自治体

が少なくないことが明らかになった。したがって、有用

なチェックリストを作成するには、各自治体が開発した

チェックリストの活用状況や内容、評価等に関する情報

を把握する必要があると判断し、今回の調査を行った。

　これら自治体が開発したチェックリストの概要につい

ては、表12を参照されたい。

　なお、国のガイドラインとチェックリストの改訂案の

作成については、①これらガイドラインとチェックリス

トは平成20年に国から自治体に示されたばかりであり、

当面はこれらの運用実績を積み上げる必要があること、

②昨年度の調査において、いずれも比較的高い評価を得

ていることなどから、本研究ではこれら国のガイドライ

ンとチェックリストに関して各自治体から出された意見

（平成20年調査、注3）、および今回の調査で把握した

各自治体におけるチェックリストやアセスメントシート

の概要（表12）を提示するに止めたい。

2Evidence　based　Practiceの確立

　子ども虐待への対応や制度整備等において先行する欧

米諸国では、評価尺度の作成やリスクの統計的な客観化

が進められ、スクリーニングの精度向上やガイドライン

の作成などに活かされてきた。わが国においても、虐待

による死亡事例等の重大事案にっいては、データベース

の構築が進められており、どのようなケースが死亡事例

につながりやすいのかについて、今後さらに客観的な分

析が進められることが予想される。

　しかし、社会的養護全般において、関連する各種のデ

ータを公的に蓄積していく仕組み作りは進んでいないの

が現状である。社会サービスの効果測定にっいても、個

人情報保護の問題もあり、特別な工夫がない限り、デー

タの蓄積や予後の把握は極めて厳しいのが実情である。

その結果、施設において自立支援に向けた援助を行って

も、その後子どもたちがどの程度自立できているのか、

さらに言えば援助が効果的であったのかどうかについて

検証もされていないのが現状である。

　今回の調査においても、家庭復帰を判断するためのア

セスメントシートやチェックリスト等のツールは、自治

体独自のもの、あるいは国のガイドラインを含めると7

割以上の自治体において使用されていたものの、家庭復

帰や虐待対応、対応機関（児童相談所か市町村か）、対応

の優先順位のいずれを採っても、より優れた判断や評価

の基準を作成するためのデータの蓄積、分析を実施して

いる自治体はほんの一部に止まっていることが明らかに

なった。虐待対応に伴う業務の負担が大きいため、目の

前にいる子どもをどう救うかに焦点が当てられ、振り返

って評価することにまでは手が回らないのが実情といえ

る。

　ソーシャルワーク実践において、エビデンスに基づい

た実践（EvidencebasedPractice）、あるいは
Accountabilityを担保するためには、当初より分析、説

明できるシステム作りが重要であるが、ガイドラインや

基準を提案するだけでなく、実践を通じて得られたデー

タを蓄積し、客観的な効果測定に基づき検討することに

より、真に現場において効果的な実践ツールとして標準

化していくことが必要不可欠である。とりわけ、福祉専

門職配置や職務経験年数における自治体問格差が著しい

わが国において、特に福祉専門職配置がなく、頻繁な人

事異動のある児童相談所にとって、ノウハウの継続や客
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観的な基準作りは喫緊の課題といえる。

　また、わが国における子ども虐待に関わるソーシャル

ワーカーの数は他の先進諸国と比較しても極めて少なく、

担当ケース数も突出して多くなっているが（注4、注5）、

効果が客観的に測定された上で標準化された実践ツール

がない現状では、虐待対応の各段階において果たしてど

の程度適切な対応が期待できるのか懸念せざるを得ない。

　もっとも、わが国においても、これまでリスクアセス

メントや家族再統合等について、標準化が全く進められ

て来なかったわけではない。しかしながら、客観的なデ

ータが充実されないまま、海外のモデルや現在までの実

践経験を基にツールや対応法が模索されてきたことは否

めない。特に家族再統合では、主任研究者らが平成17

年度に実施した「児童相談所における児童の安全確認・

安全確保の実態把握及び児童福祉法第28条に係る新た

な制度運用の実態把握に関する調査研究」の成果に基づ

き、厚生労働省が通知として「保護者援助ガイドライン」

をまとめるに至った。当該ガイドラインは、先行する複

数の自治体における家庭復帰の基準となるツールを検討

し、チェックリストとして作成したものであるが、標準

化を進めるという点で、一定の意義はあったと考えられ

る。しかし、データ等を使用しながらの客観的な分析を

基に作成された訳ではなく、現状では仮説に基づき展開

しているレベルにあることを認識する必要がある。

欧米先進諸国では、増加する子ども虐待やマルトリー

トメントのケースに対して、効果的なスクリーニングや

リスクアセスメントの基準についての議論がなされてき

た。さらに、調査介入を行った事例だけでなく、対応が

なされなかったケースにっいても効果を客観的に調査・

分析し、軽度と判断されたケースに対しても見守るだけ

でなく、再通告を防ぐために寄り添うタイプの支援など

の重要さが立証され、Differential　Response　Mode1等

の調査介入型の介入方法（Traditional　Track）に加え、

協働のために寄り添うタイプの支援（Altemative　Track、

Assessment　Track）の効果的な使い方などが議論されて

きた。特に、協働のために寄り添うタイプの支援では、

当事者参画の重要性が指摘され、家族維持のためのファ

ミリーグループカンファレンスや家族グループによる意

思決定法（Family　Group　Decision　Making，Family　Team

DecisionMaking）など、家族の主体性を促進し、二一ズ

に見合うようカスタマイズされた家族を中心としたエコ

システムの構築に向けて体制の整備が進められてきた。

しかし、　わが国では、先に述べたように、エビデンス

に基づいた援助の類型化や効果的な方法論の客観的な証

明についてはまだまだ蓄積が少なく、またそのための分

析の視点、および分析の担い手も少ない。さらに、子ど

も虐待や子ども家庭福祉分野への財源投入効果（コス

ト・パフォーマンス）について分析・検証されることも

ない。

　したがって、今後はEvidence　based　Practiceの確立

に向けた取り組みは無論のこと、法制度整備のあり方ま

で含め、帰納的な分析が可能となるような環境整備が必

要不可欠といえる。

　　　　　　　　　　　　　　（才村純・有村大士）
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　事業報告書』財団法人こども未来財団
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単純集計表

表1．家庭復帰を判断するためのチェックシートの使用状況

　　（問1）

項目 度数 ％　　　　　　か（問3）

独自の基準を使用している 12 27．9 項目 度数 ％

国ガイドラインを使用している 20 46．5 データを蓄積し、分析を実施 2 5．7

使用なし 11 25．6 特に実施していない 33 94．3

合計 43 100 合計 35 100

欠損値 4

表2．家庭復帰を判断するためのアセスメントシートの
　　使用状況（問1）

表7．虐待対応の機関判断のための基準作成のためのデー

　　タの蓄積や評価のための調査，研究等を行いました

　　か（問3）

欠損値 8

表8．対応の優先順位等を判断するための基準やチェック

　　シートの使用状況（問4）

項目 度数 ％ 項目 度数 ％

使用している 15 37．5 基準あり（チェックシート等なし） 4 9．3

使用していない 25 62．5 チェックシート等あり（基準はなし） 6 14

合計 40 100 基準があり、それを反映したチェックシート等

あり 7 16．3

欠損値　　　　　　　　　　　　　　3

表3．家庭復帰の判断基準作成のためのデータ蓄積や調査、

なし 26 6α5

合計 43 100

欠損値 3

表3．家庭復帰の判断基準作成のためのデータ蓄積や調査、

　　研究等の実施状況（問1） 欠損値 4
項目 度数 ％

表9．対応の優先順位等を判断するための基準作成のため

　　のデータの蓄積や評価のための調査，研究等を行い

　　ましたか（問4）

データを集積 2 5．3

データを集積し、分析を実施 4 10．5

特に実施していない 32 84．2

合計 38 100 項目 度数 ％

欠損値　　　　　　　　　　　　　　　　5

表4．虐待対応を判断するためのチェックシート等の使用

データを蓄積し、分析を実施 3 8．3

特に実施していない 33 91．7

合計 36 100

欠損値 5

表4．虐待対応を判断するためのチェックシート等の使用

　　状況（問2）

表9．対応の優先順位等を判断するための基準作成のため

　　のデータの蓄積や評価のための調査，研究等を行い

　　ましたか（問4）

欠損値 7
項目 度数 ％

表10．予後評価等の仕組みの有無（問5）
育成相談など虐待対応以外を行う部署も含

め、所全体で使用
13 30．2 項目 度数 ％

虐待の対応を行う部署で使用 22 51．2
ある 1 2．3

なし 8 18．6
ない 42 97．7

合計 43 100
合計 43 100

々椙楠　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　4
欠損値 4

表5．虐待対応の判断基準作成のためのデータの蓄積や

　　評価のための調査，研究等を行いましたか（問2）

表10．予後評価等の仕組みの有無（問5）

欠損値 4

表11．予後評価のためのデータの蓄積や評価のための調

　　　査，研究等を行いましたか（問5）
評価のための調査，研究等を行いましたか（問2）

項目 度数 ％
項目 度数 ％

データを蓄積 1 2．9

データを蓄積し、分析を実施 6 16．2
データを蓄積し、分析を実施 4 11．4

特に実施していない 31 83．8
特に実施していない

合計 37 100
合計

30

35

85．7

100
ケr坦値　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6欠損値 6 欠損値 8

表6．虐待対応の機関判断のための基準やチェックシート

　　の使用状況（問3）
項目 度数 ％

基準あり（チェックシート等なし） 6 14

チェックシート等あり（基準はなし） 3 7
基準があり、それを反映したチェックシート等

あり 1 2．3

なし 33 76．7

合計 43 100

欠損値 4
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表12　家庭復帰に関するチェックリスト項目の整理
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目本子ども家庭総合研究所紀要　第46集

　　　平成21年度日本子ども家庭総合研究所チーム研究
児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実証的研究1
保護者援助ガイドラインの信頼性、妥当性に関する実証的研究（2）

　　　　　　　　　アンケート調査調査票

児童相談所名

問1．

中央児童相談所

ご担当者　　　　　　　　　　　　　　　　ご連絡先電話番号

貴自治体において施設入所児の家庭復帰の判断について，独自のチェックシート（項目），アセ
スメントシートを使用していますか．

1－1．チェックシート　　1．独自の基準を使用している　　　2．国ガイドラインを使用している

　　　　　　　　　　　3．使用なし

　　※国ガイドラインとは、平成20年3月14日に示された「児童虐待を行った保護者に対する指
　　　導・支援の充実について（雇児総発第0314001）」別添の「児童虐待を行った保護者に対す
　　　る援助ガイドライン」を指します。

1－2．1－1で「1」を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい．

1－3．アセスメントシート　　　1．使用している　　　　　　　2．使用していない

1－4．1－3で「1」を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい．

1－5．基準作成のためのデータの蓄積や評価のための調査，研究等を行いましたか

　　　1．データを蓄積　　　　2．データを蓄積し、分析を実施　　　2．特に実施していない

1－6．1－5で「1」を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい．

問2．　貴自治体において、児童相談所で虐待対応を判断するためのチェックシートの有無と使用状況
　　　について教えて下さい。

2－1．児童相談所で虐待対応を判断するためのチェックシート等を使用していますか。

　　　1．育成相談など虐待の対応以外を行う部署も含め，所全体で使用

　　　2。虐待の対応を行う部署で使用　　　　　　　　　　3、なし
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才村他1児童相談所等における保護者援助のあり方に関する実証的研究（2）

2－2．2－1で「1」を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい．

2－3．基準作成のためのデータの蓄積や評価のための調査，研究等を行いましたか

　　　1．．データを蓄積　　　　2。データを蓄積し、分析を実施　　　2．特に実施していない

2－4．2－3で「1」を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい．

問3．　貴自治体において，事例を受け付けた段階で，今後の主な担当を児童相談所で対応するの
　　　か，区市町村で対応するのかなどを判断するための基準やチェックシートの有無と使用状況に
　　　ついて教えて下さい。

　3－1．基準やチェックシートが使用されていますか

　　　　　1．基準あり（チェックシート等なし）　　　　　2．チェックシート等あり（基準はなし）

　　　　　3．基準があり、それを反映したチェックシート等あり　　　　　3．なし

　3－2．3－1で「1』，「2」を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい．

3－3．基準作成のためのデータの蓄積や評価のための調査，研究等を行いましたか

　　　1．データを蓄積　　　　2．データを蓄積し、分析を実施　　　2．特に実施していない

3－4．3－3で「1」を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい．

問4．　貴自治体において，対応の優先順位や48時間対応が必要なケースを判断するための基準や
　　　チェックシートの有無と使用状況について教えて下さい。

4－1．基準やチェックシートが使用されていますか

　　　1．基準あり（チェックシート等なし）　　　　　2．チェックシート等あり（基準はなし）

　　　3．基準があり、それを反映したチェックシート等あり　　　　　3．なし
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4－2．4－1で「1』，「2』を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい．

4－3．基準、チェックシート作成のためのデータの蓄積や評価のための調査，研究等を行いましたか

　　　1．データを蓄積　　　　2．データを蓄積し、分析を実施　　　2，特に実施していない

4－4．4－3で「1』を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい．

問5．　貴自治体において，事例が終結した後の経過を把握，あるいは評価するための仕組みの有無
　　　と予後評価のためのデータ等の蓄積について教えて下さい。

　　5刊．予後を把握するための仕組みがありますか

　　　　　　　　　　　　　1．ある　　　　　　　　　　　　　　2．ない

　　5－2．5－1で「1」を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい．

5－3．予後評価のためのデータの蓄積や評価のための調査，研究等を行っていますか

　　　1．データを蓄積　　　　2．データを蓄積し、分析を実施　　　2．特に実施していない

5－4．5－3で「1」を選択された中央児童相談所にお伺いします．その概要を教えて下さい

問6．　その他，児童相談所業務の評価について，お考えがあればご記入下さい．

　　　　　　　　　＜以上で設問は終了です。ご協力ありがとうございました．＞

なお，上記問1～問6にてご記入いただいた項目につきまして，可能でしたら独自のガイドラインや評価
基準，評価シート，および作成のための調査研究等を返信用封筒に同封していただけますと幸いです．
同封に際しまして，返信用封筒に貼ってある切手の料金を上回る場合でも，そのまま投函して下さい．
差額については，受け取り後当方にて負担いたします．
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